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「国民経済」の「自立性」 に関す る一考察

一 赤羽 とア ミンの理論の検討を中心に一

南 有 哲

は じ め に

国家 的独 立 を実現 した発展途上 国が 「自立的 国民経済」 の建設 をめ ざす,と

い う議論 はか な り普 遍的 な ものである。 しか し,「 国民経済」 が 「自立的」 で

あ るとはいかな る事 であ ろ うか。 このこ とは必ず しも明確 に されていない よ う

であ るが,我 が国におけ るマル クス主義 の立場 にたつ代表的 な途上 国研究 にお

い ては 「国民経済」 の.「自立 性」 を 「産業構造 の均衡」 「再生産構造 の 自己完

結」 において規定 して きた よ うで あるD。 この ような考 え方は,基 本 的に 自己

充足的 な諸 「国民経済」 が取 り結 ぶ経 済的諸関係 の総体 として世 界経済 を把握

す る,あ るいはその実現 への方向 こそが法則的 である とす る見地 につな らざる

をえない ものであ る。

しか し,戦 後世界 経済.においては このよ うな枠組 では とらえ られない ような

大 きな傾向 が生 じてい ることを直 視 しなければ な らない。歴史 的に見て,自 由

競 争段 階においては国際 経済 関係 の中心 は貿易 であ り,独 占段 階にあ っては資

本輸 出が よ り重 要 な役割 をはたす よ うになったが,第 二 次大戦後 は資本輸出の

主要形態 が戦前 の間接投 資か ら直 接投資へ と移行 した。 そ こにおいて主導的 な

役割 を果 したア メ リカ独 占資本は,そ の集積 の上 に生産過程 その もの を世界大

の規模 で分 業化 し,他 の先進 資本 主義諸国や発展途上 国を包括 す る垂 直的支配

構造 を形成 してい った。 その結果 独 占資本 の多 国籍的展 開を推進 力 とした統合

1)例 えば,寺 本光朗r新 植民地主義と南北問題』大月書店,1978年,113-1ユ4,209-210ペ ージ。

本多建吉r低 開発経済論の構造』,新評論,188ペ ージ。

森田桐郎 『新訂南北問題』,日本評論社,1972年,174ペ ージ。
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化が進行 し,欧 州共 同体,米 加 自由貿易協定 とい った地域統合が進展 している2)。

さらに,NIEs・ASEANの 「成 功」 に刺激 され,ア ジアの 社 会主 義諸国や,

資本主義 の もとで 自立的発展 を模索 していた国 々が 「開放 政策」 にの りだ して

い る状況 もみ なければ な らない。 いわゆ る 「自力更 生」 路線 は,友 好諸国 との

協 力や貿.易に よる補完 を前提 としつつ も.国 内 資源 へ の 依存,重 工業 ・軽工

業 ・農 業の均衡 発展 を追及す る とい う性格 をもってお り3),し た が って外資導

入 と貿 易に重心 をお くNIEsタ イ プの発展 につ いては,そ れが新植 民地主義へ

の従属 を深 化 させ,一 定の経済成長が実現 した として も人 民 の 生活 を圧 迫 し

「国民経済」 の崩壊 をもた らす もの として極 めて否定 的 に評価 された4>が,こ

の間の 「開放政 策」 において,こ れ ら諸国が一 国的閉鎖的発展戦 略 を,先 進資

本主義主 導の国際分業への積極的参加 をめ ざす ものに変化 させて いった こ とは

明白であ る。 これ らの現状 を考慮す る と,「 経済的 自立」とい う問題 につい ての,

あ るいは世 界経済 が今後 向か う方向 につ いての,新 しい枠組 の構築 が求あ られ

る ことになろ う。本稿の課題は,そ のための一環 として 「国母経済」 の 「自立;

性 」 を 「産業構造 の均衡 ・再生産構造の 自己完結」 に もとめ る見地 に対 す る批

判的検討 を行 うことにあ る。 まず,こ のよ うな見地 を最 も系統 的 ・典型 的 に展

開 している と考 えられ る赤羽裕氏の理論 を検討 し,次 に同様 な性格 を もつ もの

としてのサ ミール ・ア ミンの議論 をと りあげ る。最後 に,か か る見地 にた いす

る一般的 な問題 点 を提示 す る とと もに,今 後へむ けた若 干の論点 の提示 を試 み

る ものであ る。

1赤 羽理論の検討

大塚久雄氏の理論的体系を低開発経済論に適用 しようとしたのが赤羽氏であ

る。大塚氏は 「国民経済」 を 「商品交換 の上 にた っ 社会的分業 の 自立的体

2)こ れについては杉本昭一ヒ氏が注 目す べ き一連の研究 を行 ってい る。

3)た とえば松井清r低 開発経済 論』,有 信堂,ユ967年,V章3節 お よびVI章5節 を参照。

4)康 行祐署 『南朝鮮 経済論 』,青 木書店,1986年 にお ける韓 国高度成長 への評価 な どは典型で あ

ろ う.。
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系 」5)と規 定 され る。氏 によれば,こ れ は 「商品交 換関係 に立脚 しなが ら内部 自

給 自足 が可能 になるよ うな分業編成 への著 しい傾向」を「構成原理」0,とす る「局

地 的市場 圏」 の国民的規 模へ の拡大 の所産,「 国民的規模 において必須 な財貨

が ほぼ十分 に生 産 され,そ の結果 ある自給 自足 の傾 向がみ られ ること,そ して

それ を生み 出す ような多角的分業の,国 民的規模 において均衡 の とれた,い わ

ば 《balancednationaleconomy》 の状態」であ る。 かか るもの と して の 「国民

経済」 は外 国貿 易 を通 じて他 の 「国民経済 」 を巻 き込 み,.全 体 として 自給 自足

が維持 され る 「経済 的帝 国」 を形成 す ることになるが,そ の際,こ の 「帝国」

に編入 され る方 の 「国民経済」 は破壊 され た り,形 成 を阻止 され た りす る7)と

い うの であ る。

赤羽 氏は この よ うな大塚氏 の議論 を踏ま えた うえで低 開発経済分析 にかか る。

赤 羽氏に よれば,低 開発経済 はなに よりも 「前 近代 的伝 統的 な社 会」 であ り,

帝 国主義 の支配 はそ こに一定 の歪 みを与 えた ものの,本 質的 に変 えた のでは な

く,む しろ積極 的に その前近代性 を利用 した8),と され る。 この 「前 近代的伝

統的社会」 は,低 開 発国のおかれ る複雑 な現実 を抽象化 ・捨 象 して えられた,

基 礎的 な次 元 としての 「まだ 『工 業化』 され ない前近代 的伝統的農業 社会」 と

して,開 発理論 が出発す べ き基礎 的範 疇 とされ る9)。

氏は工業化 の不可 欠の条件 として農 業生 産力 の増大の必要性 を強調 し1。),そ

こか ら 「農業革命」 の必要性 を導 出す る。 そのため にこの 「前近代的伝統 的社

会」 において農 業生産力 を制約 してい る社 会構 造の変革 が必要に なる とされ る。

氏 においてはそれが 「前近代的土地所有関係」 とされるので あるが,こ れ は通

常 考え られ るよ うに階級関係 に押 し込 め られる ような 「狭義」 のそれ では な く,

階 級関係の基底 にあ って それ を派生せ しめてい る 「広義」 の 土 地 所有 関係=

5)「 国民経済一 その歴史的考察一 」『大塚久雄著作集』第六巻,岩 波書店,18ペ ージリ

6)同 上,82ペ ージ。

7)同 上,91-92ペー ジ。

8)赤 羽裕 『低開発経済分析序説』,岩波書店,1971年,6ペ ージ。

9)同 上,9ペ ージ。

10)同 上,14ペ ージ。
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「本 源的」 土地所 有関係 と して の 「共 同体」 による土地 の占有 であ る。 「か く

て低開発自.の農業生産力観 在規定 して・・るものは 『共同体』で劫 ・その具

現化 としての 『社会制度』 である といわざ るをえない」。 したが って 農地 改革

の課題は土配分関係 の変更 に とどま つ.ていてはな らず,新 しい生産力 を解放す

るとい う視点が重要 にな る11)。 これは.「広義」 の土地所有 関係 の解体 であ り.

「共 同休」解体 を招来 せざ るを得ない。 これが欧州の歴史的経験 で確証 され た

こ とであるが,低 開発 国の場 合は 「共同態」的制約が非常 に強 く,「 共 同体」

解体 の意義 は一層大 きいm。

しか し,.こ れだけでは不十分で あろ と氏 は言 う。 なぜ なら低 開発 国 は先進国

に よって歪め られた 「モ/カ ルチ ュア」的産業構造 をも.つか らで ある。低開発

国は資本不足 を補 うた めに一時的 にせ よモ ノカルチ ュア を容認 し,一 次産 品輸

出 に依存せ ざるを得 ないが,先 進 国に よる買い叩 き,代 替品開発 に より外貨獲

得が困難 とな り,さ らにモノ カルチ ュアの もとでの食料 品生産 の減少,輸 出の

必要性 の増大が み られ る。 したが って,工 業化 のた めにはモ ノカルチ ュアの徹

底的 な変革が必要 とな る。

モノ カルチ ュアの問題点 は,そ れが先進 国の経済 圏(economicempire)か

らそれ 自体 と して自立で きない もの,一 つ の 自立 した経 済圏 を構 成 し得 ない と

ころに あったの であるか ら,モ ノ カルチ ュア にかわ るべ き産業構造4a,そ れ 自

体 として 自立 しうる ものでなけれ ばな らない。 したが ってそれ は,そ の国内部

でほぼ 自給可能 にな るように諸種 の工 業 を開発 し.そ れ を一つ の市場 圏一 社

会的分業 の編成体系 一 にま とめるこ とである16>。 これ を氏 は 「内部 自給型 産

業構造」 と呼ぶ 。 これ を建設 す ることが農地改革 とともに低 開発脱却 の処 方筆

とされ るのであ るが,氏 におい ては両者 に関連 があ るとされ る。す なわ ち,自

立 した近代的産業構 造=内 部 自給型産業構造 においては社会的分業体系 の内部

において,産 業部門 の自申な変動 を通 じて分 業間の均衡は常 に 自律的 に回復 さ

11)同 上,16-18ペ ー ジ。

エ2)同 上,20-21ペ ー ジ。

13)同 上,26-29ペ ー ジ。
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れるような分業編成原理をとっているのに対し,前 近代的社会にあっては,分

業編成 もその構成原理冨 「共1司体」原理によって規定され,分 業関係の均衡は

常 に固定化 ・化石化されている。この化石化された分業間均衡において,あ る

部門が国外に市場をみいだして急成長すると,そ の部門内部で一定の合理化が

すすむものの,そ の部門を取.り巻 く社会関係=「 共同体」は一向に変化せず.

したがって他の部門は化石化したまま成長部門に収奪されるとい う惨めな結果

.に.なる。かくして,「 内部 自給型産業構造」の構築は植民地支配国の利害.現

地伝統支配層の利害の両方に真っ向から対立することになるのである。赤羽氏

は 「反帝反封建」の解放戦略はこの 「内部自給型産業構造」建設をその経済的

内容 とす るものでなければならないとする1%ま たζれが 「低開発国工業化の

基礎条件」であ.り,こ れなくしての工業化は 「産業化」ではあっても 「真の工

業化」すなわち近代化につながるものではなく,二 重経済の出現をもたらすと

され る15}。

そこから,氏 は従来の 「土地改革」論が一面的で有効性に乏しいとしてその

再検討を要請する。大土地所有を体 して小農民を育成 しても,そ れが新 しい状

況下で十分に力を発揮しうる農民類型=人 間類型の創出につなが らない限 り新

しい生産諸関係の創造 も,新 しい生産諸力の開発 も不可能である。か くて,前

近代的大土地所有の基底にあって古い農民類型を規定 しているより本源的なも

のが問題とならざるをえない16)。この 「本源的なもの」 とは 「まず土地経営の

局面において形成 されるのであり,地 代収取を目的 とする前近代的な大土所有

はそれを前提とし,そ れに依拠 して成立す る二次的なもので あ る」171.階級関

係の基盤としての 「共同体的社会関係」に他ならず,そ してそれと相互に因果

関係にあ り相互に補強するものとしての伝統的精神構造である。この伝統的精

神構造の変革 を視野にいれぬかぎり伝統社会の変革はあ りえないにもかかわら

ユの 同 上,3ユ ー35ペ ー ジ。

15)同 上,39ペ ー ジ。

16)同 上,2毘 ペ ー ジ。

ユ7)同 上,214ペ ー ジ。

、
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ず,そ うな ってい ないがた めに従来 の政策 は効 力を もたなか ったの だ と さ れ

る]97。 しか し,氏 は この問題 を提示す るに とどめ,精 神構造変革 への具体 的方

策 の解 明は今後 の課 題 とされ る。

一方 ,氏 はその理論 に基づいて よ り具体的 な展望 を示 そ うとす る。重工業の

性急 な導入 を戒 め,既 存の農村ユ;業の振興 を通 じた工業化 をはか るシンガーの

意 見を評価 しつつ,現 代 におい ては低開発 国の農村工業 は化 石化 した分業体制

下 にあ り,共 同体 に よって 自由な発展が制約 され てい るのであ るか ら,農 村諸

工業 を共同体規 制か ら解放 し,自 由で向上的 なそ して再生 産圏的に組 織 された

商 品交換 関係のなか に定置 させ るこ とが必要 だ とす る。 この ことは農村 内部 に

新 しい社 会関係の誕生 を もた らし,さ らには伝統的精神 の変 革の可能性 を もた

らす。 しか し,伝 統的精神構造は このよ うなあた らしい分 業圏への編成替 えを

許 すか,と い.う問題が生 じるか ら,結 局 「共 同体」的社会 関係 と伝統的精神構

造 の同時平行的変革,と い う命題 にまた して もつ きあた らざるをえない19)と い

う結果 にな るのであ る。

かか る理論 を概 観す ると,以 下 の ことが言 え る。 まず,「 国民 経済」は 「局地

的市場 圏」 として出発 した社会的分業体系 が,そ れ 自身 が 自己 を自己 として総

括 し,成 長 し,闘 争す る1つ の実体 として理解 され てい ることがわか る。 ま.さ

に 「国民経済」 は,資 本の よ うな主体 とし.て規定 され,世 界市場 において相互

に闘争 し,覇 を競 うもの と して把握 され てい る2D)。

次 に,前 近代社会 と近代社会 の本質 が,階 級 関係 ではな く,そ の基礎 にある

とされ る社会的分業体系 の編成 のあ りかた(本 源 的関係)と しての共同体的関

係 ・商品交換関係 に求 め られ ている,そ して近代 と前近 代が この点において対

18)同 上,255ペ ージ。

19)同 上,260-261ペ ージ。

20)大 塚理論 と新従属理 論 との結合 を試 みた湯浅越 男氏 におい ては,大 塚 「国民経済 」範 疇が 「国

民的生産 力の動 力学」 として とらえか えされ,「 国民経済」 の主体 としての性 格が より鮮明に さ

れ ている。

湯浅魁 男 『民族 問題の史的構造』,現 代評論社.1973年 。同 『第 三世界の経済構造』,新 評論

1976年 。
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立 的 に区別 され てい る,と い うこと.が分か る。 この本源的関係 としての共 同体

と商品交換 関係 は生 産関 係 として対立 されてい るわ けで はな く,分 業編成 原理

の対立 として,す なわち 「共 同体 規制 によ り化石化 ・カース ト化 され た分 業編

成」 と 「分業関係が 自由に変動 し均衡 が 自動的 に達成 され るよ うな分 業編 成」

の対立 として理解 されてい る。つ ま り,「 共同体的社会関係」「商 品交 換関係」

の本質 はそれぞれ の特質 をもった 「分 業編 成原理」 に他 ならない と考 え られ て

.い る。

かか るものと して の本源的 関係=「 分業 編成 原理」 は,他 方で精神構造=人.

間 類型 と相互補完 の関係,「 悪循環」 の関 係にあ り,両 方が 同時並行的 に変革

されねば な らないとされ てい る。 とい うことは,一 方 を変革す るこ とで他 方を

変 革す ることも,ま た一方の変化 が他 方に とって桎 梏 とな り両者が闘争関係 に

な ることもなく,た だ相互 に補完す る両者 をその外部 か ら,他 の力に よって変

革 しなけれ ぼな らない,と い うこ とになる。 そ うであれ ばまた,両 者の う「ちの

どち らかが より規定 的,本 質的で ある とい うこ とは論理 的にあ りえない。両者

は別 の ものであ るとい うよ り同 じ もの の二側面 とい うべ きであろ う。 とい うこ

とは,「 分 業編成原 理」 をそれ を担 う社会集団 の精神構造 として とらえた もの

が 「人 間類型」 と規定 される ことにな ろう。

したがって赤 羽理 論においては 「局地的市場圏」 の構成原理=分 業編成 原理

と しての 「産業 構造 の均 衡=自 給 」(=「 人 間類型」)の 拡大成長 した もの とし

て 「国 民経済」 が規定 され,そ の原理 の貫徹の所産 として諸 「国 民経済」 の闘

争や経済帝 国の形成 が理解 され るので ある。

かか る枠組 については,以 下 の ような問題点 を指摘 し うるであろ う。 まず,

商 品交換関係 を生産 関係 として,す なわち社会 的生 産が相互 に他人的 な私的所

有 者に よって担 われ てい る関係 として とらえられている 塗らぼ,そ れ がその本

質 として無政府性 を孕む ことは誰 に も否定 で きないはず であ り,し たが って均

衡 の側面 しかみ ない こと,あ るい はそち らをよ り重要 な契機 として規 定す るこ

とは許 され なくなるはず である。 しか し,「 分業編成原 理」 とい うカテゴ リー
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を うちだ し,そ れに恣意的 な内容 を もりこむ こ とによ って.商 品交換関係が均

衡 をその主要 な本質 とす るとい う議論が導 かれ た。

次 に,`「 分業編成原理」 その ものは内部 にその否定者 を含む よ うな複雑 で有

機 的 なもの とされ ているわけではないか ら,そ の ものの 内部 に運動 の動 力 を求

めるこ とはで きない 。したが って,「 共同体」的 分業 編成 が 「内部 自給型」

「国民経済」のそれに変わるといったときに,「 共同捧」的分業編成原理その

ものか らその変革 を説 明で きな くな るわけ であ る。.ゆえに,な ぜ 「共 同体」 が

否定 され,「 国民経済」 にかわ らなければ ならない のか を説 明す ることがで き

な くなる。変化 と移行 の必然性 を論理的 に展開せず に 「ヨー ロ ッパの歴史 的経

験」 をあげて も,そ のモデルが望 ま しい こ とを主観的 に主張 す ることがで きる

だけであ るし,し たが って これ以外 の工業化 モデル も同等の権利 を もって主張

され る余地が の こる ことにな ろう2P。 それ を 「真 の工 業化」 にあ らず,と 主張

した と して も,何 が 「真」 なのか,と い うこと自体 が論証の課題 としての こさ

れ るこ とになる。

7

皿 ア ミンの所説についての検討

サ ミ ー ル ・ア ミ ン の 議 論 の ひ と つ の 核 心 を な す の が,中 心 部 資 本 主 義 構 成 体

と 周 辺 部 資 本 主 義 構 成 体 と の 類 型 化 で あ り,そ れ を 軸 と し た 開 発 と低 開 発 の 説.

明 で あ る。

ア ミ ン に よ れ ば.中 心 部 資 本 主 義 構 成 体 に お い て は 資 本 制 生 産 様 式 が.社 会

構 成 体 内部 の 他 の 生 産 様 式 を 駆 逐 し.専 一 化 す る傾 向 が あ る22)。 中 心 部 資 本 主

義 の 蓄 積 は 自 立 的 で あ る が,そ れ を 特 徴 づ け る の は 生 産 財 と 消 費 財 と の 同 時 生

21)赤 羽氏 が依存 しているベイ ロッ ク(Bairoch)と 同様 に,途 上国工 業化の方策 をヨーロ ッパ の

歴史 的経験 に求め よ.うとする姿勢 をとるガーシェソク ロン(Gerschenkron)が,む しろ後進 国

ドイ ツの経 験に範 をとることで まった くこ とになるモデルを構築 した ことについて は,赤 羽氏 自

身注 目している。 赤羽裕,前 掲65ペ ージ。

22)A血,S・ 皿1,.UnequalDevelopmentAnEssey・ ・.`ん・5・・鋸F・ ・槻 ゴ・・ げPeripheral

Capitalism,NewYork:1976.MonthlyReviewPress.p.77.

西 川潤訳 『不均等発展 周辺資 本主義 の社会構 成体 に関す る試論』,東 洋経済新報社,1983年.

75ペ ージ9
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産,即 ち消費財生産を可能.にするための生産財生産と消費財生産 との結合であ

る。これは抽象的には 「純粋資本主義」 を規定するも.のであり,『 資本論』で

もそうしたものとして分析されている。 ソ連や中国における発展過程 について

もかかる接合を基礎 としている謝。このような発展モデルはそのシ西一マのな

かに国際関係を導入 しな くて も有効に構築できる、すなわち資本主義経済は実

際には 自給 自足可能な一貫した全体を形成 している。かかる全体は定義.ト:から

して国際市場か ら独立できない低開発国に とっては考えられない24)。中心部資

本主義にとって 自立的蓄積は自給 自足 を意味するものではないが,し か.し外国

貿易は自立的蓄積に奉仕するものである25)。

先進国経済においては,極 めて密度の高い国内交換の流れを特徴 とする統合

された全体が形成されており,こ の全体を形成する経済諸単位にとっての外国

貿易の流れは国内交換の流れに比 して全体 として限界的位置 にある。かかる構

造的に自立的な経済 においてはそのどこかの点に出現した進歩が乗数効果 にの

って経済全体に伝播 していく26)。

自立的な中心部資本主義においては,実 質賃金が予測可能な一定の リズムで

上昇してい く限 りでは体制の外的拡張 を伴わない蓄積が可能である。資本主義

は労働者の実質賃金を一定の水準に止めようとする内在的傾向をもっているか

ら,そ の上昇はただ.労 働者階級が組合運動を通じて賃上げを勝 ちとっていく

限 りにおいて,そ の範囲内においてのみ可能である。一九世紀を通じて中心部

資本主義における実質賃金の低さは市場狭隘による拡張主義 を必然化 したが,

世紀末以降の実質賃金の著 しい上昇は新しい拡張主義をもたらした27》。今日中

心部においては,階 級闘争が独占と組合 との抗争の制度化の枠内で行われ る。

労働者階級が社会民主主義イデオロギーを受容するかぎりで自立的な成長の均

23)1う 鼠,p.73,同 上 訳 書,71ペ ー ジ。

24)1う 献,p.252.同 上 訳 書,256ペ ー ジ。

25)乃 鉱,p.191,同 上 訳 書,193。

26)Ibid.,p.237,同 上 訳 書,240ペ ーージ。

27)1う 鉱,p.76,同 上 訳 書,74ペ ー ジ。
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衡 を保証す るために計算された水準に実質賃金が調整 される28〕。

これ に対 し,周 辺部資本主義構成体においてはどうか。中心部か らの資本主

義の侵入によワて,そ れ 自体均衡 していた前賢本割生産様式が解体され,資 本

制生産様式が移植され るが,周 辺部資本主義溝成体においては中心部のように

資本制生産様式が専一化することはない。資本制生産様式は他の様々な非資本

制生産様式を徹底破壊することなく,自 己に従属させる29),周 辺部費本主義構

成体においては輸出部門が中心となり,非 資本制生産様式はそこに安価 な労働

力を提供する3①。輸出部門が一定の発達をとげれば国内市場が出現するが,そ

れは輸出部門のブルジョアジーの為の奢侈品市場であ り,大 衆向け消費財市場

の発達にはっながらない。そこで周辺部資本主義構成体はこの二部門の接合 と

して特徴づけ られる81)。周辺部諸国の国内市場は統合されておらず,相 互に独

立 したい くつかの産業部門の並列となっている。これをア ミンは 「非接合」 と

して規定す る胸。 したがって,輸 出部門が成長 して もその効果は国内他部門に

およぶのではな く,先 進国の関連産業に吸収されてしまうD

ここからア ミンは経済的自立への処方箋を提示す る。輸出活動への選択的指

向を切断すれば本格的な自立的発展を不可能にしている悪循環は存在 しない。

大量かつ組織的な投資があれば,国 内市場 を拡大 しつつ自己の市場が創造され

てい く83)。最初に問題になるのは均質的な国民経済 をつ くりだすような開発の

選択を方向づけることで,こ れは農業か ら工業へ,低 生産部門か ら高生産部門

への労働人 口を漸進的に移動 させる組織化を意味するが,こ れは明らかに国際

分業の基礎 を疑わしめるものとなる。そして,互 いに補完的な活動か らなる統

合的な産業集団を正確に選ばれた開発の極の周囲に意欲的に作 り出す ことによ

って,低 開発経済に欠けている全体的な統合力を確実にもたらす ような経済を

ヒ

28)乃f4..p.92,同 上 訳 書.900

29)乃 鉱,p.22.同 上 訳 書,17ペ ー ジ。

30)1腕`.p.191-192,同 上 訳 書,ユ94ペ ー ジ。

31)1う 泓.p.193-194,同 上 訳 書,ユ95ペ ー ジ。

32)1尻d,,p.238.同 上 訳 書241ペ ー ジ。

33)1う 畝,p.28&同 上 訳 書,294ペ ー ジ。



「国民経済」の 「自立性」に関する一考察(工47)147

つ く りあげ る。 これ による 《外向的 な》低 開発経済 とは反対 の 《自律的》 す な

わ ち 《内包的》 に構築 され た経済 は,諸 部分が相互依存 的な有機 的統 一体 を構

成 す る鋤。

以上の よ うなア ミンの議論 に対 して,本 稿の見地か ら見て極 めて興 味深 い批

.判 が幾 つかな されてい る。

まず 「国民経済」範 晴の問題 と して とらえた もの としては鍛冶邦 雄氏の以下

の よ うな指摘 があ る。

「ア ミンには社会構成 と国家 を結 び付け る論理が欠 けてお り,生 産様 式,社

会 構成 とい う概念 は,客 観的経済 的基 礎→ 諸階級→国家 と展開す る論理 とは明

確 な結 び付 きを もっていない」 「この ことはア ミンには国民経済概念が存在 し

ない とい うことを意味 しない。 ア ミンにおいては,国 民経済は国家 とい う論理

的媒 介環 をぬ きに,専 ら市場の結合度 とい う見地 か ら論 じられてお り,そ のた

めに著 しく規範 的性格のつ よい もの とな らざるをえない」85)「よ く結 合 された内

部 場 の存在 が国民経済 の不 可欠の条件で有 り,有 機的連関 を もつ独立 の分 業講

造 の確 立 こそが ア ミンにおけ る国民経済 の出現 なの である。 ……ア ミンの国民

経済概 念は国家 とい う媒 介を経ず,直 截に市 場その もの,社 会的分業体系 その

ものへ と還 元 され る ものである ことみミ明 らかであ るが,こ の ことは外国貿易 の

理論 に一 つの特 色 を与 えるこ とになる。す なわ ち,市 場 的結 合が強固 であるか ぎ

り,資 本 の運動 は国家 の内外 を全 く区別せず に把握 され ることにな り,し たが

って国家 に よって規定 された国民経済 に固有 の概念 が無視 され るのであ る。」聞,

田中祐二 氏ほ,ア ミンの 『非接 合』 や,フ ランクの 『中枢一衛星』 とい った

概 念の 内容は有 機的 国内市場 の欠 如であ り,し たが って 『低 開発 の発展』理論

34)A皿in・Samir・AccumulationonaWorldScaleACritiqueoftheTheoryげUnderdeve-

lopment,Sussex=HarvesterPress,1970,p .28.

野 口祐 ほ か訳r世 界 資 本 蓄 積 論 一 世 界 的 規 模 に お け る資 本 蓄 贋 《第 一 分 冊 》 一 』,柘 植 書

房,1979年,50ペ ー ジ。

35)雛 邦 雄 「サ ミー ル ・ア ミンのr低 開 発 』 論 」.r関 西 学 商 学 論 集 』 第25巻4号,1980年10月 ,

315ペ ー ジ。

36)同 上,319ペ ー ジ。
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の提起する醗 蹴 姻 内市場形成におカ・れ・先進国との経済関係の騨 とい

う極 めて非 現実的 なプ ログラムに帰 結 したのは当然 であった,と され る87)。

シ ーラ ・ス ミスは,ア ミンが中心部 資本主義 を 「標準的 な も の」,周 辺鄙 資

本 主義 を 「歪 曲され た もの」 と規定 し,「 標準的 な」資本主義 を規 則的 ・均衡

的発展 を とげ る もの と考 えてい るようだ とし.も しそ うな ら中心部 資本主義は

現 実にはすべて 「歪曲 されて」い るこ とにな るはず であ るか ら.ア ミン が 周

辺部 費本 主義 を判定す る尺度が 内容 のない空想 的な もの とな る,と 論 じて い

る93)。

ヘ ン リー ・バ ーンスタイ ソは,ア ミンの低開発理論 にお いては先進資本主義

経済 カミ自給的(self-sustaining).自 己 中・ら的(self・centred・autocentric),自

発 的.(autodynamic)な 性格 をもつ もの とされ,周 辺部 ・低 開発経済.の構 造が

それ を通 じて概念 化 され ると ころの 「開発 のモデル」 とな ってい るこ とを指摘

す るa6)。そ して統合的 自己中心的経済 を基礎 とした 内包 的 自給的成長 モデルを

その よ うに構成 す る結果,世 界経済 の効果 とメカニズムにつ いて の理論(世 界

システ ムにおけ る中心一周辺 関係)を 掘 り崩す こ とになる とす る。 さらに,世

界経済は先進資本主義諸 国に とって も低開発諸 国にお とらぬ存立 のための条件

であ っ.たのであ り,低 開発諸 国 と同 じ程度 に 「自給 自足 的」 では なか った と し

て,「 開発」 をその 自己中心的性質の存在 と対 外依 存の欠如 において,あ るい

は 「低 開発」 をその対外依存性 の存在 と自給 自足性 の欠 如 におい て概 念化す る

ことはで きない,と 主張 して い る40)。

37)田 中祐二FP従 属厩 展』理論の慧 と限界」r立命離 宮学』・第25巻3号 ・1986年9月 ・80一

　 ぺ 　 ジ む

38)Smith,Sh。il、"CI・ssAn・ly・i・ ・・・…W・ ・1dSy・ ・e皿・・C・itiqu・ ・fS・mirAmin'sTypol'

。gy。fU。d。 、d…L。P皿 ・・t"inLimq… 。.P・ ・・….dM・F・ ・1・n・・BI・c・ ・(ed・)・Ne・ 一Mar一

婦5孟 職6研 ガθ5げDevelopment,London:Sし.Marti皿'sPress,1983.p.79-80.

若 森 章 章 ・岡 田光 正 訳r周 辺 資 本主 義 論 争一一一従 属 論 以 後 』,拓 植 書 房,1987年 ユ21-122ペ ー

ジむ

39)B,、 。、tein,H…y/`S。d・1・BY・fU・d・ ・d…1・P皿 ・・し・・S・ ・i・1・gy・#D・velop.meロt"i"

FourCriticalStudies,L。ndon=FrankCass.L¢h血ann,Devid,(ed.),DevelopmentTheory=

↓979,p.86-87,

40)1う ガ諾,P.92.
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さ らに.ナ イ ジ エル ・デ ィズニーは,ア ミンが諸 国を中心 と周辺の二領域 に

区別す るのに対 して,中 心 と周辺 との区別 と同 じよ うに中心 ・周辺それぞれの

領 域 内部 の別 も重要 だ と強 調 し,さ らにポル トガル とギ リシ ャ,ア ルゼ ンチ ン

とブラジル の四国 をあげ,こ れ らは旧帝国 と植民地未経験国,植 民地経験 国 と

い う違 い(中 心 と周辺)が あるに もかかわ らず,経 済構造 におい ては類似性 の

ほ うが差異 よ りも大 きい と論 じている4U。 シー ラ ・ス ミス も同様の指摘 を行 っ

て いる櫓。

これ らの批判 を踏 ま えて ア ミンの所 説 を検討す る と,ま ず 第一に指摘すべ き

な のは,ア ミンにお いて も中心部 資本 主義 が基 本的 に自給 自足す るもの・として

捕 えられて いるために,資 本制生 産の均衡 的.側面 のみ をみ る議論 とな ってい る,

とい うことであ る。資本 は,よ り多い利潤 を求めて国境 を越 えて運動す るの.で

あ り,資 本 制生 産が国境 の内部 で均衡 し完結す るとい うことは偶.然的 に しかあ

りえない。 したが って 「基本的 に自給 自足的 な」資本主義 があ るとした ら,そ

れ は資本主義 ではない他 のな に ものか である。一方 でア ミンは確 か に中心部資

本 主義 にお ける貿易 の不 可欠 性,あ るいは中心部 におけ る 自給 自足 が現実 には

不 可能 であ るこ とを力説す る。 しか し,そ 紅は原材 料の供給 とい う,い わ ば物

的 レベルの問題 であ 軌 資本制生産 と外 国貿易 との関係 につ いて説明 され てい

るわけでは ないか ら戦 中心部肇本主義 を基本 的に 自給 自足 的な もの とみ なす

考 えが 否定 され ることにはな らない。

さ らに 「中心部 においては外国貿易 は自立的蓄積 に従属す る」.とい うア ミン

の規定 か らも問題点 を看取 す ることが できる。資木 ぼその本性 としての剰 余価

値取 得 への衝動 にか られ て外 国貿 易をお こなってい るの であ り,蓄 積 がア ミン

の言 う意味 で 「自立的」(生 産 手段生産 部門 と消費手段生産部 門が接合 し,自 給

41)Disney.Nigel,"ReviewofAmiガ'inTheInsurgentSociologist ,Vol.VII,No.11,Spring

1977.p.126.

碁2)Smith.Sheila,「'TheIdeasofSamirAmin:一TheoryorTautology?"inJournalofエ)θ 一

留Z⑳ 潮2π ち3伽4ゴ 召3.Vol.17,No.1,0ctober1980,p.12.

43)Amin,Sa皿ir,AccumulationonAWorldScale,p.17.野 口 祐 ほ か 訳,36ペ ー ジ
。
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自足が維持 され るよ うな,均 衡の とれ た蓄積)な ものであ るか どうかは資本運

動 にと って本来 は どうで もよい問題で ある。 に もか かわ らず,外 国貿易が 「自

立 的」蓄積 の要 請に従 うと一般的 に規定す る こ と は,「 国民経 済」 の 「自立

性」つ ま り産業構造 の均 衡の方が資本運動 によ って もた らされ る不均 衡 よ りも

優位 にある とア ミンが考 えてい るこ とを示 して い る。

この場合,ア ミンが資本制生産 にお け る均衡 の側 面 を,そ の不 均衡 の側面 よ

りも主 導的 な契 機で ある とみ なす均衡論 の立場 にたつので なか った な らぼ,中

心 部においては資本運動 の不均衡 の側面 の発現 を制 約す る別個 の法 則が貫徹 す

る ことにつ いて説明 し,そ れ こそがま さに中心 部資本主義 の 「自立 性」 の本質

で あると主張 しなければ な らない。

次 に,ア ミンが中心部 の開発 と周辺部 の低開発 とを産業構造 の違 いに よって

説 明 してい る問題 であ る。.た しか に,ア ミンの指摘 す るような 「非接合」が開

発 を阻止す るとい う側面 は存在す る し,だ か らこそその克服 をめ ざす 「国民経

済」建設論 が登場す る根 拠が与 え られ る ことにな るのであ ろう。 しか し,資 本.

制 生産 においては経 済成 長 は資本 の拡大再生産 に よって担 われてい るのであ り,

そ れはす なわ ち資本運動 の領域 の拡大 であ る。資本は単 に既存の社会的分業体

系 を基 礎 として量的 に増大す るのみな らず,そ の基礎 を乗 り越 えて運動 し,基

礎 その ものを拡張す る。 ア ミンの議論は,「 非接合」が経済成長 の他部 門への

波 及 を阻止 している一面 をふま えてい るにして も,そ うい う構造 自休 が資本運

動 によって掘 り崩され る側面 を捨象す ることになる。 これ は 「非接合」 が構 造

と して形成 され るや,資 本の運動 にかかわ らず不均衡=歪 んだ構造 として均衡

を保 ち続 け るとい う理に なるわけだか ら,中 心部資本主義 が資本 運動にかかわ

らず均衡 を保 ち続け るとい う議論 と同一 の均衡論 にな る。 これに よって,多 く

の論者 が指摘す るところの静態論的 ・宿命論 的な結論 が導かれ る ことにな るわ

けであ る44)。

と ころで,以 上 のよ うな均衡論 の見地にた って資本制生産様式 を把握 しよう

44)例 えば,本 多健吉 『資本主義と南北問題』新評論 ユ986年,153ページ,17A-179ペ ージ。
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とす る と,中 心部資本主義 の対外拡張,し たが って 「低 開発 」 を も説 明で きな

くな って しまう。そ こで ア ミンは賃金上昇率 に よって この問題を解決 しよ うと

す る。 つま り,自 立 的蓄 積が可能 なあ る一定の賃金上昇率 を設定 し,そ れ 以下

な らば市場 が狭 隘にな るため に,そ れ以上 なら利潤率が低下す るために資 本は

国境 を越 えで進 出す る,と い う議論 なので あ る。賃 金上 昇率が資本の 国際的 な

運動 を規定 す る一つ の要 因である ことは否定 されるべ きでは ないが,あ くまで

一要 因にす ぎないのであ
っ1(,ア ミンが説 くよ うにある一定 の賃 金上 昇率 をと

るな らぼ蓄積 が 自己完結 的体系 の 内部 に限定 され る とい うこ とにはな りえ ない
。

しか も 賃金上昇率 は直接 には上部構造 を媒 介 とす る階級闘争 によって決定 さ

れ るか ら,資 本の運動 に とってはその外部 か ら規定 され る側面が大 ぎ くな る。

この点 については前述の よ うにア ミン自身 ,社 会 民主主義 イ デオ ロギ ーの はた

す役割 を強 調 してい る。 したが って,結 果 としては資本主義 の均衡 的 ・静態 的

把握 を現実 の外的拡張 とを調和 させ るため に,外 的 なフ ァクター を導入 して説

明 しよ うと した とい う結果 になるのであ る。

更 に〕 ア ミンの説 く中心部 ・周辺部 費本主義 は結局,そ れぞれが静態的 で均

衡 した構 造であ るとい うこ とになるが,そ のよ うな構 造においては,内 部 に含

まれ るその否 定者 の成 長 によって合法則的 に別 の ものに変革 され る,と い うこ

とは考 え られ ず.構 造 の外部か ら,そ の もの内部 とは無 関係 に破壊 されねば な

らない とい う結論 が導 出 され る。 ア ミンの解 放戦略 もまさにそのよ うな性格 を

もつ。す なわ ち世界市場か らの切断 と 「均衡 あ る自立 的国民経済」 建設 の画一

的提起 で ある。実際は各国 の状況 に適合 した さま ざまな種 の戦 略が追及 され る

べ きであ るに もかかわ らず,他 の一切の戦略 は改 良主義 ・修正主義 として拒否

され るこ とになるのであ る蝸)。

III結 論

以 上,赤 羽 理 論 と ア ミ ン の 理 論 を 検 討 し て き た が,一 見 両 極 端 に み え る二 学

45)同 様 の指摘 がSmith,`'ClassAnalisysversusWorldSystems" ,p.86.若 森ほか訳131一 一ジ。
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説 の枠組 に大 きな共 通性 をみいだせ るのは興味深い こ とである。

本稿 の見地か らみて,両 学説 につ いて指摘可能 な共通 の問題点は以下の二点

で あ る。

第一 に,一 国の産業構造 の 「均衡 唱 己完結」は・資本制生産 の もとにおい

て は.言.わば理念型 として しか存在 しえない に もかか わ ら ず,こ れ が 「国民経

済」 の 「自立性」 であ るとみなす.あ るい1よ正常 な 「国民繍 」.の姿 であ ると

規定 す るとい う問題で ある。諸産業部門 内部 で生産 を担 う資本は,.部 門間.の素

材 的補填関係 をつ くりだす よ うに運動す る。 したが って全体 としての産業構造

の均衡,社 会的分業体系 の有機 的統一 性 を作 り.出す よ うな傾 向が作用す る とい

うこ とは,た しかに資本制生 産におけ る一つの本質 であ ると言 え る。 しか し,

他 方 では この傾 向を作 り出す資本運動は無政府性 を も含 んでお り,し たが っ.て

この均衡 は絶 えず掘 り崩 され るこ とになるのであるか ら,資 本制生 産 にお ける

産業構造は この よ うな均衡化 と不均衡化 とい う相克 す る両傾 向の.絶えざ る作用

の所産 として理解 され るべ きであ る。故に その一側面た る均衡化傾 向のみ をと

りだ して 「国民経済」 の 「自.立」 の基準 とす る とい うの は.な ぜ それ をもって

自立 の基準 とす るのか,そ の必然性 を明 らかに しえないか ぎ り,恣 意 的 ・主観

的 な規定 であ るとい う批 判 を免れ えない。

第二 に,こ の よ うな見地は社会 的分 業体 系.内部 に.おけ る諸分肢が相互 に補完

し,全 体 として体系 外部 への依存 を最 小限度 にお さえる ことを もって 「国民経

済」 の 「自立」 を とらえようとす るわけだか ら,「 依存」 に対立す る もの とし

て 「自立」 を規定 しよ うとす るこ とにな り,「 自立」 と 「自給」 の箸置 を導 く。

しか し,一 国経済 の自立 につ いて把握す る際 には,そ れを どの よ うな論理的

位 相 におい そ とらえるのか,従 って、 いかな る概 念 と対立 させ られ るところの

「自立」 であるのか,と い うことを考 察す る必要があ ると思われ る。

例 えば,も っと も抽象的な レベルで と らえた な らば一国経済 を一 つの物 とし

て とらえるのか,「 世 界資本主義」や 「世界 システム」 といったそれ 自体 が一

つの物 であ るところの ものの一契機 にす ぎない もの として とらえるのか,と い
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う論 点46)を 扱 う際 には,「 自立」 は 「非 自立」 に対置 させ られ る ことにな るだ

ろ う。

また,よ り具体的 な レベル として 「自立」 と 「依存」 とい う対立 もあ るで.あ

ろ う。

さ らに,最 も具体的 な レベル と して 「自立」 と 「従属」(「支配一従属」関係

か らの 「自立」)と いう対立 を問題 に しうるであろ う。

この場合第二 の レベルは,第 三 レベルか らみれば 「支配一従属」関係 を含蓄

しない,よ り抽象的 な位相 であ る。 に もかかわ らず,一 国経済 の 自立 について

第三 の レベルで表象 しなが ら第ニ レベルで 自立 の概念 を とらえようとす るな ら

ば,「 依存」 と 「従属」 を同一 視 し混同す るこ とにつ なが ろ う。一 国経済 の対

外依存 はた しかに従属 の一つの条件 にな りうる ものであ り.モ ノ カルチ ュア ・

モノエ クスポー トの克服 が経済 的 自立への課題 として重視 され る現 実的根拠 は

そこに求 め られ るであ ろ う。 しか し,ア メ リカの 「産業空洞化」 にみ られ るよ

うな,支 配的 国家 におけ る経済 構造不均衡→対外依存 とい う事態 す らお こって

いるのであ って,「 依存」 と 「従属」 の等置は正 しい見地 とはい えないだ ろ っ。

以上 が 「均衡 ・自己完結」 をもって 自立 を規定す る見地 にたい して指摘 しう

る一般的 な問題点 であ る。新 しい枠組の積極的 な構築 は今後 に向けた課題 とな

らざるをえないが,こ れまでの考察 を踏 まえて若干 の論点 を示 す ことは可能で

あろ う。

第一 に,深 化 す る経済 的相互依存の なか で.各 政 治的 国家 の独 自性はそれ に

解消 され ることな くむ しろ強化 されてい る ようにみ える点 を どう理 解す るか,

とい う問題 であ る。 この点で国際関係論 の分野 におけ る 「国際 的相互依存論」

の潮流 のなかに,そ の問題 を とらえる発想が あ るのは注 目すべ きであ ろ う47)。・

46)代 表的なものは,岩 田弘氏の見解である。 『世界資本主義一 その歴史的展開とマルクス経済

学』,未来社,1964年 。

47)山 本吉宣 『国際的相互依存』,東京大学出版会,1989年,に よれば.70年 代半ば以降.国 際政

治学において 「勢力均衡論」から「国際的相互依存論」へとパラダイム転換が生じた。 「勢力均

衡論」においては国家間の利害関係はゼロ・サムゲームとして考えられているが,「 国際的相互

依存論」においては一国の利益の増進は他国のそれをも増進させうるし,そ れを求め.て相互依/
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第二に,NIEsお よび自力更生諸国の経験は諸民族に対 し対外関係と統一さ

れ た もの として 自立 をとらえるこ との必性 を教 えてい る。その よ う な 言 わ ば

「開かれた 自立」のあ りかたを理論化するとい う問題 も提起できよう。

＼存の強化が見 られ るとい う 「ポジテ ィブ ・サ ム」 論が とられてい る。 こよ うに相 互依存 が進展す

るにつれ国家は次第 にその 自律性 を失 い 「裸 」にな ってい くが,内 圧 と外圧 とを調整 する必要 が

増大す るた め,国 家の機能 自体 は一層 強化 され ると説かれ る。

かか る議論ぽ基本的 に対等 で政治経 済体制 が類似 した国家の関係 を想定 した ものであるため,

当然国際関係全体 を説 明で きるよ うな ものではない。 しかし,国 家 間の相互依存 関係 の進 展は個

別国家の機能 をむしろ強化 してい くのである,と い う認識は リアル であって,参 考 に値す る もの

で あると言 えよ う。


